
（平成２６年２月２６日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認近畿地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

厚生年金関係 4 件



近畿（大阪）厚生年金 事案 14657 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平成

15 年４月は 41 万円、同年７月は 44 万円、同年８月から同年 11 月までは 47

万円、同年 12 月は 44 万円、16 年１月は 32 万円、同年２月は 38 万円、同年

３月は 32万円、同年４月は 38万円、同年５月及び同年６月は 32万円、同年

７月は 44 万円、同年８月及び同年９月は 47 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年４月１日から同年５月１日まで 

           ② 平成 15年７月１日から 16年 10月１日まで 

Ａ社に正社員として勤務し、Ｂ業務に従事していた申立期間について、

標準報酬月額に見合う厚生年金保険料と、実際に給与から控除されていた

保険料が異なっている。給与から控除されていた保険料は、記録されてい

る標準報酬月額に見合う保険料よりも高額であることから、正しい標準報

酬月額に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、Ａ社から

提出された賃金台帳及び申立人から提出された給与支給明細書において確認



できる厚生年金保険料控除額又は報酬月額から、平成 15 年４月は 41 万円、

同年７月は 44 万円、同年８月から同年 11 月までは 47 万円、同年 12 月は 44

万円、16年１月は 32万円、同年２月は 38万円、同年３月は 32万円、同年４

月は 38万円、同年５月及び同年６月は 32万円、同年７月は 44万円、同年８

月及び同年９月は 47万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、オンライン記録どおりの報酬月額を社会保険事

務所（当時）に届け、当該報酬月額に基づく保険料しか納付していないと陳

述していることから、事業主から社会保険事務所の記録どおりの届出が行わ

れ、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



近畿（奈良）厚生年金 事案 14658 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成８年３月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月 28 日から同年５月１日まで 

私は、Ｂ社に平成４年頃に入社し、16 年頃まで勤務していたのに、申立

期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。当該期間は、同社のＣ事業部に

継続して勤務し、業務内容や勤務形態に変更は無かったので、被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料明細書、Ｂ社の回答、同僚の陳述及び雇用保険

の記録から、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務し、当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、前述の給料明細書で確

認できる厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は不明と回答しているものの、「健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」（副）における資格取得日

が平成８年５月１日となっていることから、事業主が同日を資格取得日とし

て届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の保

険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



近畿（滋賀）厚生年金 事案 14659 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 17年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 11月 30日から同年 12 月１日まで 

私は、Ａ社に平成 17年 11月 30日まで勤務していた。厚生年金保険被保

険者資格の喪失日は同年 12 月１日となるところ、年金記録では同年 11 月

30日となっているので、訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る給料支払明細書及び雇用保険被保険者記

録から、申立人は、申立期間に同社に勤務していたことが認められる。 

また、上記給料支払明細書により、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記給料支払明細書で確認で

きる厚生年金保険料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は、「申立人の被保険者資格喪失日を間違えて届け出

た。」と陳述している上、事業主が資格喪失日を平成 17年 12月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年 11 月 30 日と誤っ

て記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11月の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14660 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 46 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 6,000 円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月１日から 47年１月１日まで 

 年金事務所に厚生年金保険の記録を照会したところ、申立期間について厚

生年金保険に未加入となっていることが分かった。 

昭和 46年８月１日に会社の組織変更に伴い、Ｂ社からＡ社に転籍したが、

当該期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の元代表取締役から提出された申立期間における在籍等が確認できる

書面、複数の同僚の陳述及び雇用保険の記録から判断すると、申立人は、申立

期間において、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

 また、申立人から提出された給与明細書及び上述の書面により、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていること

が認められる。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給与明細

書及び前述の書面により確認できる厚生年金保険料控除額から、５万 6,000

円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によると、Ａ社は、申立期間は厚生年

金保険の適用事業所としての記録が無い。しかし、同社は法人事業所であり、

雇用保険の記録から申立期間において５人以上の従業員が常時勤務していた

  

  



ことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件

を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の資格取得に係る届出を社会保険事務所に対し誤って提

出し、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていること

から、社会保険事務所は申立人に係る当該期間の保険料の納入告知を行ってお

らず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を平成７年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成７年２月 28日から同年３月１日まで 

私は、Ｂ事業所においてＣ業務をしていた。勤務場所や職種の変更は無く

継続して勤務していたのに、年金記録では、平成７年２月 28 日にグループ

会社であるＡ社において厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同年３月１日

にＤ社において同被保険者資格を取得したことになっており、被保険者記録

に１日の空白があるので年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ事業所の運営管理会社であるＡ社の実質経営者及び元同僚の陳述により、

申立人は、申立期間において、Ｂ事業所に勤務していたことが認められる。 

また、上記の実質経営者は、「申立人は、厚生年金保険の適用事業所は複

数あるものの、同一の事業所（Ｂ事業所）において、申立期間前後を含めて継

続して勤務していた。勤務していた全ての期間について、給与から厚生年金保

険料を控除していた。申立人の記録は、平成７年３月１日付けでＡ社からＤ社

へ切り替えて、年金記録が継続しているという認識で記録どおりの届出を行っ

た。」旨陳述している。 

さらに、Ａ社の登記上の代表社員は、「申立期間当時及び現在も、当該実

質経営者が当社の実務を行っている。」旨陳述している。 

加えて、申立人と同様、申立期間前後に被保険者記録がＡ社からＤ社に切

り替わっている複数の元同僚は、「当該実質経営者から支給された給与から申



立期間の厚生年金保険料が控除されていたことを記憶している。」旨陳述して

いる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

をＡ社の事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７

年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、13 万 4,000 円とすることが妥

当である。 

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は、申立期間は適用事業所と

しての記録が無い。しかし、同社は法人事業所であり、常時使用されていた従

業員が確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件

を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、上記の実質経営者は、申立期間の保険料について納付したとしているが、

申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行

っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14662 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に

係る記録を昭和 60 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13 万

4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年９月 30日から同年 11月１日まで 

  年金事務所の記録では、Ａ社Ｂ支社から関連会社のＣ社に転籍した際の申

立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録に２か月の空白期間が生じてい

るが、実際には社名が変わっただけであり、勤務場所や仕事内容に変化は無

く、厚生年金保険料も継続して控除されていたので、当該期間を被保険者期

間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における雇用保険被保険者記録により、申立人は、申立期間において

同社Ｂ支社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立期間当時、Ａ社Ｂ支社及びＣ社において給与計算事務を担当し

ていたとする申立人は、「両社の所在地は同じであり、申立期間に社名が変わ

っただけである。転籍者の勤務場所及び業務内容に変更は無く、厚生年金保

険料は継続して控除するように会社から指示を受けたことを記憶している。」

旨陳述しているところ、申立期間当時のＡ社の取締役副社長兼同社Ｂ支社長

は、「私は、Ａ社Ｂ支社の従業員の給与支払についての最終決裁者であり、申

立期間において、同社は社名が変わっただけで、勤務実態が変化していない

限り保険料控除が継続するのは当然であり、同支社の責任者である私が、申

立人を含む全従業員の当該期間に係る保険料控除についても確認していたは

ずである。」旨陳述している。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

をＡ社Ｂ支社の事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における

昭和 60年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、13万 4,000円とするこ

とが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社Ｂ支社は、申立期間は適用事

業所としての記録は無い。しかし、同社が解散したのは昭和 61 年３月 17 日

であり、雇用保険被保険者記録から、申立期間において５人以上の従業員が

常時勤務していたことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明であると回答しているが、申立期間において適用事業所

でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められ

ることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14663 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に

係る記録を昭和 60 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年９

月は 20万円、同年 10月は 14万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年９月 30日から同年 11月１日まで 

  年金事務所から、申立期間当時の同僚の年金記録が訂正された旨の案内が

あったので、私自身の記録を確認したところ、当該期間が厚生年金保険に未

加入となっていることが分かった。当該期間は、Ａ社からＣ社に転籍した時

期だが、継続して勤務していたことに間違いはないので、厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における雇用保険被保険者記録により、申立人は、申立期間において、

同社Ｂ支社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社Ｂ支社及びＣ社に係る事業所別被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）により、両社において厚生年金保険の被保険者であることが

確認でき、両社の給与計算事務を担当していたとする元同僚は、「両社の所在

地は同じで、申立期間において社名が変わっただけである。転籍者の勤務場

所及び業務内容に変更は無く、申立期間における厚生年金保険料は給与から

継続して控除していた。」旨陳述している上、申立期間当時のＡ社の取締役副

社長兼同社Ｂ支社長は、「私は、Ａ社Ｂ支社の従業員の給与支払についての最

終決裁者であり、申立期間において、同社は社名が変わっただけで、勤務実

態が変化していない限り保険料控除が継続するのは当然であり、同支社の責

任者である私が全従業員の当該期間に係る保険料控除についても確認してい



たはずである。」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

をＡ社Ｂ支社の事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社に係る被

保険者名簿により、昭和 60 年９月は 20 万円、同年 10 月は 14 万 2,000 円と

することが妥当である。 

一方、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ａ社Ｂ支社は、申立期間

は適用事業所としての記録は無い。しかし、同社が解散したのは昭和 61年３

月 17日であり、雇用保険被保険者記録から、申立期間において５人以上の従

業員が常時勤務していたことが確認できることから、当時の厚生年金保険法

に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明であると回答しているが、申立期間において適用事業所

でありながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められ

ることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



近畿（大阪）厚生年金 事案 14664 

 
第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏 名 ： 男

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 
    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年６月１日から６年６月１日まで 

  Ａ社（現在は、Ｂ社）における申立期間の給与額は 50 万円以上であった

が、標準報酬月額の記録は、当該給与額に比べ低くなっているので、記録の

訂正をお願いしたい。 

  

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、申立期間にＡ社において 50万円以上の給与が支給されて

いたことから、標準報酬月額の記録は低すぎる。」と主張している。 

しかし、Ｂ社は、「申立期間当時の書類は保存期間経過により保管していな

いため、申立人の申立期間に係る給与支払額及び厚生年金保険料控除額等につ

いては不明である。」と回答している。 

また、オンライン記録により、申立期間にＡ社において、厚生年金保険被保

険者記録が確認できる元従業員 61 人の申立期間の標準報酬月額を見ると、大

幅に引き下げられているなどの不自然な点は見られない上、当該 61人のうち、

所在が確認できた 32 人に自身の標準報酬月額の状況について照会したところ、

自身の申立期間の給与額について記憶している 10人は、「私のＡ社における申

立期間の標準報酬月額の記録はおおむね正しい。会社は間違った事務処理は行

っていないと思う。」旨陳述し、そのうち元給与事務担当者は、「当時、人事部

が決定した従業員の給与は、その決定内容を給与事務担当部署に伝達し、それ

に基づいて間違いの無い事務手続を行っていた。」旨陳述している。 

さらに、前述の元従業員 61 人のうち、申立人と同年代（昭和７年から 11

年生まれ）の 21人及び申立人と同様に昭和 35年に被保険者資格を取得してい

る３人（申立人と同職種の者を含む。）について、申立期間における標準報酬

月額の推移を見ると、おおむね申立人と同様の傾向で増額しており、申立人の



み低額に記録されている状況は見られない上、申立人の標準報酬月額が遡及し

て引き下げられているなどの不自然な点も見当たらない。 

加えて、申立人の平成６年５月 31 日離職に係る雇用保険受給資格者証によ

ると、申立人の離職時賃金日額は１万 5,301 円であることが確認でき、当該賃

金日額から算出される離職時前６か月間の平均賃金月額は標準報酬月額 47 万

円に見合っており、申立人に係る５年 10 月から６年５月までの標準報酬月額

の記録と一致している。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（兵庫）厚生年金 事案 14665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 36年５月１日から 40年２月 16 日まで 

  Ａ社Ｂ本社で勤務した申立期間の脱退手当金が支給済みと記録されてい

るが、受給した記憶は無いので当該期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 40 年７月 27

日に支給決定されている上、Ａ社Ｂ本社に係る厚生年金保険被保険者名簿の

申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認で

きるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 52年 12月 25日から 53 年１月１日まで 

Ａ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は昭和 52 年 12 月 25 日と

なっているが、厚生年金基金の記録によると、同社における加入員資格喪失

日が 53年１月１日となっているように、同社には 52年 12月 31日まで勤務

していたことから、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「厚生年金基金の記録によると、Ａ社における加入員資格喪失日

が昭和53年１月１日となっているように、52年12月31日まで勤務していた。」

と主張している。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時の資料を保存していないので、申立

人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険料控除の状況は分からない。」と

回答している。 

また、申立人が申立期間にＡ社の事務センターにおいて勤務していたと記憶

する元同僚５人に照会したところ、４人から回答があったが、申立人が同社を

退職した日を記憶している者はいないことから、申立人の申立期間に係る勤務

実態について確認することができない。 

さらに、雇用保険の被保険者記録により、申立人のＡ社における離職日は昭

和 52 年 12月 24 日であることが確認でき、厚生年金保険の被保険者資格喪失

日である同年 12月 25日と符合している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



近畿（大阪）厚生年金 事案 14667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 10年 12月 31日から 11年１月１日まで 

  私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）には、平成 10 年１月１日から同年 12 月 31

日までの期間については、常勤社員として勤務し、11年１月１日から 16年

３月 31 日までの期間については、非常勤社員として勤務したが、勤務形態

が変更となった際の申立期間の厚生年金保険被保険者記録に空白があるこ

とに納得できないので、調査してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社には、平成 10年１月１日から同年 12月 31日までの期間、

常勤社員として勤務していた。」と主張している。 

しかしながら、Ｂ社は、「申立人の勤務実態を確認できる資料は保管してい

ない上、申立人について、申立人の申立てどおりの届出及び申立期間に係る厚

生年金保険料を納付したかどうか、また、申立人の給与から平成 10年 12月分

の厚生年金保険料を控除したかどうかについても、当時の資料を保管していな

いため不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間に係る勤務

実態及び保険料控除について確認することができない。 

また、雇用保険の記録により、申立人のＡ社における離職日は平成 10年 12

月 30 日であることが確認でき、厚生年金保険の被保険者資格喪失日である同

年 12月 31日と符合している。 

さらに、雇用保険の離職日と厚生年金保険の資格喪失日が符合している申立

人と同じ元社員は、「私は、Ａ社から雇用契約書を受け取っていないため、常

勤社員としていつまで勤務していたか確かなことは言えないが、同社には平成

８年３月末まで勤務したのではないかと思う。当該月の厚生年金保険料の控除

については、給与明細書を保管していないため分からないが、社会保険の届出



に関しては会社側の都合により、資格喪失日を同年３月 30 日にしたのではな

いか。」と陳述している。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 




